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第7編  ブロック塀被害の想定 
 

7.1 概要 

大分県全県の倒壊対象となる塀（大多数がブロック塀であるので、他の倒壊可能性のある塀も

含めてブロック塀と呼ぶことにする）の件数を、大分市中島小学校区の塀の悉皆
しっかい

調査から推定す

る。 

宮城県沖地震での事例に兵庫県南部地震の神戸市東灘区の調査結果からのデータを追加して予

測手法を見直した。 

 

7.2 施設データ 

大分県内のブロック塀に関しては、長本らにより大分市立中島小学校区の悉皆
しっかい

調査が行われてい

る。その結果を整理して、大分県におけるブロック塀（対象：ブロック・RC・レンガ・石）の件

数を下式から求めた。 

 

ブロック塀件数（件）＝1172 /1924（件/棟）×木造建物棟数（棟）×89％=0.54×木造建物棟数（棟） 

 

 

 

 
図 7-1 中島学校区 
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表 7-1 校区内の道路延長と塀数 

道路延長 20.0km   

すべての塀 14.0km 1172件 

ブロック塀 9.5km 931件 

 

ブロック塀
82.2%

石塀
0.9%

レンガ
1.9%

RC塀
4.1%

その他
3.3%

金属フェン
ス

7.6%

 
図 7-2 塀の種類別件数内訳 

 

表 7-2 校区内の建物棟数 

中島学校区 建物数 木造 非木造

新川町１丁目 333 266 67

新川町２丁目 300 236 64

住吉町１丁目 59 48 11

住吉町２丁目 54 47 7

大字勢家
※

1,082 848 234

千代町１丁目 27 6 21

千代町２丁目 69 43 26

千代町３丁目 73 47 26

千代町４丁目 40 18 22

中島中央１丁目 95 58 37

中島中央２丁目 81 58 23

中島中央３丁目 84 45 39

中島西１丁目 130 83 47

中島西２丁目 113 75 38

中島西３丁目 103 46 57

計 2,643 1,924 719  

※大字勢家に関しては、学校区と字界が整合せず一部地域が校区外となる。しかし、域外となる

該当箇所は、西日本電線本社工場・テレビ大分・大分瓦斯など、大多数が非木造と考えられる。 
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7.3 被害予測手法 

 

①倒壊対象となる塀の割合 

東京都による各塀の危険度調査結果から、外見調査の結果、特に改善の必要がない塀の比率が

設定されており、東京都では、このうちの半分は改訂耐震基準を十分満たしており、倒壊の危険

性はないと判断している。 

しかし、先の調査によると、建築基準法にすべての項目が適合しているブロック塀は全体のわ

ずか 2.8％であり、特に基礎の構造において約 8割の塀が法令に適合していないことが判明してい

る。よって、大分県においてはすべてのブロック塀が倒壊の危険性があるとして扱うことにする。 

 

倒壊対象となる塀の割合＝100％－0.500×Ａ・・・東京都 

倒壊対象となる塀の割合＝100％×Ａ・・・大分県 

 

 

②倒壊率の設定 

ブロック塀等の被害率算出式は東京都（2006）では宮城県沖地震（昭和 53年）時の地震動の強

さとブロック塀等の被害率との関係実態に基づき式を設定している。 

しかし、宮城県沖地震のデータは地震動の指標として加速度が用いられ、その上限は 450galで

ある。一方、本調査において対象とした地震では、1,000galを超える値が予想されている。 

そこで今回は、吉村らの行った神戸市東灘区の調査結果から、地震動の大きな箇所（震度 7）

のデータを追加して式の見直しを行い、その結果（下式）を採用した。 

 

 

ブロック塀被害率＝ 20.05×計測震度－95.09 

 

 

 

表 7-3 宮城県沖地震における仙台市の加速度とブロック塀・石塀被害率の関係 
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図 7-3 神戸市東灘区に設定した調査地域（左）とブロック塀と建物被害率（右） 
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図 7-4 被害率と地震動指標 
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7.4 被害予測結果  

 表 7-4に被害予測結果を示した。 

 

表 7-4 倒壊件数（件） 

倒壊件数（件）分類 
塀数

（件） 

倒壊 

（件） 

別府地溝南縁断層帯 asp 東 28,901 

別府地溝南縁断層帯 asp 西 28,867 

崩平山ー万年山地溝北縁断層帯 4,876 

周防灘断層帯 2,874 

プレート内 20,841 

東南海・南海 

385,043 

 

493 

 

 

 

【参考文献】 

長本誠,菊池健児,黒木正幸,野中嗣子,池田研伍：既存コンクリートブロック塀の耐震安全 

と地域地震防災に関する研究,日本建築学会大会学術講梗概集，2007.8 

吉村浩二（1999）：コンクリートブロック塀の地震時倒壊防止に関する研究，平成９年度～平成 

１０年度科学研究補助金（基盤研究（C）（２））研究成果報告書 

東京都防災会議地震部会（2006）：首都直下地震による東京の被害想定（最終報告） Ⅲ 手法編 


